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要旨：本研究では，膨張コンクリートの仕事量一定則に関する理論的考察を熱力学の第一法則に基づき行っ

た。次に，膨張コンクリートの一軸および二軸拘束試験を行った。特に，二軸拘束試験では膨張材混入量と

仕事量の関連について検討を行った。その結果，膨張材混入量に依らず，仕事量一定則は拘束方向ごとに独

立して成立することが示された。さらに，仕事量は膨張材混入量の増加とともに，対数的に増加することも

示唆された。 
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1. はじめに 

 コンクリート構造物への膨張材の使用は，温度変化，

乾燥収縮，自己収縮による初期ひび割れを制御するうえ

で有用な方法の一つである。 

 現在まで，膨張材料の挙動の推定法はいくつか提案さ

れている。辻 1) は仕事量一定則に基づき一軸応力状態下

の膨張コンクリートの変形挙動を評価している。また，

内田ら 2) および三谷ら 3)-7) は，一軸拘束応力状態下にて

有効自由膨張ひずみを提案している。 

二軸拘束状態下では，石川ら 8)，柴田ら 9) により，仕

事量一定則に基づいた理論モデルの構築がなされている。

しかしながら二軸拘束状態下での仕事量に関する実験的

検証は未だに少ないため，十分な検討を行う必要がある。 

 本研究は，二軸応力状態での仕事量の実験的検証を目

的とし，まず，熱力学の第一法則に基づき，仕事量に関

する理論的考察を行った。そして，既往の一軸拘束試験

に基づき仕事量について検討を行った。最後に二軸拘束

実験を行い，二軸応力状態下での仕事量について検討し

た。特に二軸拘束試験では，膨張材混入量と仕事量の関

連について焦点を当てた。 

 

2. 熱力学の第一法則に基づいた仕事量一定則に関する

理論的考察 

 図－1 に示すような断熱境界で区切られる構造系を考

える。構造系には領域 Aおよび領域 Bが存在する。熱
力学の第一法則によれば，エネルギー保存則は次式によ

り表現される。 
0=∆+∆+∆ MHQ  (1) 

ここで， Q∆ は構造系の内部エネルギー， H∆ は外部へ

の熱移動量， M∆ は外部になされた力学的エネルギーで

ある。ここで， 0=∆H と仮定すると，すなわち構造系

は等温状態であるとすると，式(1)のエネルギー保存則は

次式となる。 
MQ ∆=∆−  (2) 

次に領域 Aが化学的に膨張する場合を考える。領域 Aは
膨張コンクリート，一方，領域Bは鋼材などの拘束体に
対応する。この場合， M∆ は構造系を構成するすべての

材料になされる仕事量となる。領域 Aが領域Bになす仕
事量 Bdξ は，領域Bからの影響を含め次式で示される。 

∫ ∑∫ +==
BV

i
iiBB udPdVddsRd εσξ :  (3) 

ここで，Rと sはそれぞれ領域 Aの反力と変位ベクトル
であり， BV は，領域Bの体積である。また， iPと iu は，
それぞれ外力と対応する変位ベクトルである。σ とεは，
それぞれ応力テンソルとひずみテンソルである。 

 反対に，領域Bから領域 Aになす仕事量は次式で与え
ることができる。 

∫∫ =−=−
AV AB VdddsRd εσξ :  (4) 

ここで， AV は領域 Aの体積である。領域 Aを弾性体と
仮定し，クリープと収縮を考慮すれば，式(4)の右辺は次

式のようになる。 

∫
AV AdVdεσ :  

( )∫ +++=
AV A

cheshcre dVdddd εεεεσ :  

∫∫ +=
AA V A

cr

V A
e dVddVd εσεσ ::  (5) 

∫∫ ++
AA V A

che

V A
sh dVddVd εσεσ ::  

che
A

sh
A

cr
A

e
A dddd ξξξξ +++=  
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図－1 膨張する領域 Aを含む構造系
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ここで，上付き添字 e， cr， sh， cheはそれぞれ，弾
性，クリープ，収縮，化学膨張を表す。式(4)，式(5)を式

(3)に代入することにより，次式を得る。 
sh
A

cr
A

e
AB

che
A ddddd ξξξξξ +++=−  (6) 

式(6)の右辺第一項は，膨張材料が外部もしくは拘束にな

す仕事量である。一方，右辺第二項から最後の項は，膨

張材料自身になす仕事量である。式(2)より， che
Adξ は，

構造系に蓄積される内部エネルギーに対応する。またそ

れは，膨張領域外部になす仕事量と膨張領域自身になす

仕事量の和で表現される。したがって式(6)は，本研究の

範囲では，膨張コンクリートがなす仕事量は，拘束鋼材

および膨張コンクリート自身になす仕事量の和で表され

ることを示す。 

 
3. 一軸応力状態下での仕事量に対する検討 

 本章では過去の研究 3)-7),10)-17) に基づき，一軸拘束状態

下での膨張コンクリートの拘束鋼材および膨張コンクリ

ート自身になす仕事量について分析検討を行った。調査

対象は 87ケースであり，全ての拘束鋼材のひずみが測定

されている。拘束鋼材のひずみ 11) の一例を図－2に示す。

仕事量算定の際，膨張コンクリートおよび拘束鋼材は共

に弾性体であると仮定する。また今回の分析では，弾性

ひずみによる仕事量にのみ着目した。単位体積あたりの

膨張コンクリートが拘束鋼材になす仕事量 sU は次式で

示される。 
2

2
1

sss EU ερ=  (7) 

ここで， ρ は拘束鋼材比， sE および sε は，それぞれ拘
束鋼材のヤング係数および軸ひずみである。一方，膨張

コンクリートの応力および弾性ひずみ履歴の測定は不可

能であるため，膨張コンクリート自身になす仕事量は実

験から直接算定できない。したがって，膨張コンクリー

ト自身になす仕事量 cU は，力の釣り合いより次式にて

間接的に評価した。 

ss
c

s
c E

E
U εερ ∆= ∑

2
2  (8) 

ここで， cE は膨張コンクリートのヤング係数であり，
∑は，時間ステップについて総和をとることを意味する。 

 式(7)，式(8)により算定された仕事量を図－3，図－4

に示す。図－3 は拘束鋼材になす仕事量と拘束鋼材比の

関係を，図－4 は拘束鋼材および膨張コンクリート自身

になす仕事量の和と拘束鋼材比の関係を示している。図

中のプロットは材齢 3日の値である。膨張コンクリート

のヤング係数はそれぞれの実験より別々に求まる。また，

個々のプロットの配合は異なるが，膨張材量のみにより

分類している。養生も 20℃～60℃の異なった温度条件で

行われているが，区別せずプロットしている。これは同

一条件での研究が少なく，各条件での分類が困難なため

である。図には最小二乗法により近似した直線も描かれ

ており，傾きの絶対値は拘束鋼材および膨張コンクリー

ト自身になす仕事量の和のほうが小さくなっている。 

 一軸応力状態下では，拘束鋼材になす仕事量は拘束鋼

材比の増加とともに減少する傾向がみられる。一方，拘

束鋼材および膨張コンクリート自身になす仕事量の和は

その傾向がみられない。これは辻が提案した仕事量一定

則の妥当性を示唆している。しかし，温度と配合の影響

について，さらに調査する必要がある。 
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図－2 拘束鋼材のひずみの一例 11) 
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図－3 拘束鋼材になす仕事量と拘束鋼材比の関係
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図－4 拘束鋼材および膨張コンクリート自身に 

なす仕事量の和と拘束鋼材比の関係 
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図－5 仕事量測定装置概要 8) 
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4. 二軸応力状態下での仕事量に対する検討 

4.1 実験概要 8) 

 図－5に，二軸拘束条件下での仕事量の測定装置 8) を

示す。本装置の特徴は，膨張コンクリートに埋め込まれ

た直交する拘束鋼材のひずみを測定することにより，2

方向の仕事量を間接的に評価できることである。2 本の

拘束鋼材で拘束する方向を x方向，4 本の拘束鋼材で拘

束する方向を y方向とする。拘束鋼材にはビニールテー
プが巻かれ，拘束鋼材と膨張コンクリートの付着を防止

している。三谷ら 7) により，拘束鋼材の軸ひずみ分布は

ほぼ一様になることが確認されているため，一枚のひず

みゲージを拘束鋼材の中央に貼り付けている。拘束鋼板

に拘束鋼材の両端をボルトで固定したのち，内部に膨張

コンクリートを打設する。打設 2時間後から 2時間間隔

で拘束鋼材のひずみ履歴の計測を行った。環境条件は室

温 20±1℃，相対湿度 90%RHである。表－1に膨張材混

入量の異なる 2つの膨張コンクリートの配合を示す。一

方は初期ひび割れの減少を目的とする NE20 であり，他

方は一般的な鉄筋コンクリート構造にケミカルプレスト

レスの導入を目的とする NE40である。いずれの配合も，

普通ポルトランドセメントを使用している。拘束鋼材の

ヤング係数は 2.06×105 N/mm2である。実験ケースを表－

2に示す。NE20では拘束鋼材比の異なる4ケース 8)，NE40

では，一軸応力状態を含めた 8ケースを設定した。いず

れのケースでも，同一の実験を 3度行った。 
4.2膨張コンクリートのヤング係数の測定 

 膨張材混入量が大きい場合，膨張コンクリートのヤン

グ係数は型枠の影響を受ける可能性が強いと思われる。

そこでヤング係数の型枠の拘束の影響についても検討し

た。本研究では直径 100mm，高さ 200mmの円柱供試体

により測定した。供試体は脱型後 20℃で気中養生した。

表－3 に実験ケースを示す。脱型材齢および測定材齢は

それぞれ 1日，3日，7日である。NE20と NE40のヤン

グ係数の経時変化を，それぞれ図－6，図－7に示す。こ

れらの図より，測定材齢および脱型材齢の増加とともに，

ヤング係数は増加していることがわかる。特に同材齢で

は，型枠の拘束によるヤング係数の増加は，NE20 より

も NE40で顕著である。そのため，NE40には，脱型直後

のヤング係数の経時変化を表す曲線(脱型直後)，および

材齢 1日に脱型することにより得られるヤング係数の経

時変化を表す曲線(1日脱型)の 2つが示されている。 
4.3 仕事量の算定および比較検討 

 NE20と NE40のすべての拘束鋼材のひずみ履歴を，そ

れぞれ図－8 と，図－9 に示す。拘束鋼材のひずみは計

測開始後，大凡 3日で最大値となり 1週間程度で安定す

る。いずれのケースも拘束方向ごとにばらつきが小さい

ことから,本試験装置による拘束鋼材のひずみ履歴の測

定は概ね妥当であるといえる。このひずみ履歴を用いて，

拘束鋼材および膨張コンクリート自身になす仕事量を，

x， y方向毎に算定した。拘束鋼材は弾性体であると仮
定すると，単位体積あたりの膨張コンクリートが，x，y
方向の拘束鋼材になす仕事量 sxU ， syU はそれぞれ次式

で示される。 

2

2
1

sxsxsx EU ερ=  (9) 

表－2 実験ケース(拘束実験) 

NE208) NE40 

拘束鋼材比(%) 拘束鋼材比(%)実験 

ケース x  y  
実験

ケース x  y  
X8Y8 1.02 2.05 X8Y8 1.02 2.05 

X8Y12 1.02 4.74 X8Y12 1.02 4.74 

X12Y8 2.31 2.05 X12Y8 2.31 2.05 

X12Y12 2.31 4.74 X12Y12 2.31 4.74 

X8Y0 1.02 0 

X0Y8 0 2.05 

X12Y0 2.31 0 
 

X0Y12 0 4.74 

表－3 実験ケース 

(ヤング係数測定実験) 

測定材齢(日)
 

1 3 7

1 ○ ○ ○

3 ‐ ○ ○
脱型材齢 

(日) 
7 ‐ ‐ ○

表－1 膨張コンクリートの配合 

単位量(kg/m3) 

混和剤 配合名 

最大 

寸法 

(mm) 

スラ 

ンプ 

(cm) 

空気量 

(%) 

W/ 

(C+EX) 

(%) 

s/a 

(%) W C EX S G
SP*1 AE*2

NE208) 298 20

NE40 
20 

15± 

1.5 

4.5± 

1.5 
55 47 175

278 40
830 951 3.82 0.0155

*1
高性能 AE減水剤 *2

空気量調整剤

0
5000

10000
15000
20000
25000

0 2 4 6 8
0

5000
10000
15000
20000
25000

0 2 4 6 8
材齢 (日)

ヤング係数
(N/mm2)

t
tEc +

=
45.4

236101日脱型cE

1日脱型
3日脱型
7日脱型

t

t
tEc +

=
25.3

28569
脱型直後

材齢 (日)

ヤング係数
(N/mm2)cE

1日脱型
3日脱型
7日脱型

t

t
tEc +

=
34.3

35131

0
5000

10000
15000
20000
25000

0 2 4 6 8
0

5000
10000
15000
20000
25000

0 2 4 6 8
材齢 (日)

ヤング係数
(N/mm2)

t
tEc +

=
45.4

236101日脱型
t
tEc +

=
45.4

236101日脱型cE

1日脱型
3日脱型
7日脱型

1日脱型
3日脱型
7日脱型

t

t
tEc +

=
25.3

28569
脱型直後

材齢 (日)

ヤング係数
(N/mm2)cE

1日脱型
3日脱型
7日脱型

1日脱型
3日脱型
7日脱型

t

t
tEc +

=
34.3

35131

図－6 膨張コンクリートの 図－7 膨張コンクリートの 

ヤング係数経時変化(NE20) ヤング係数経時変化(NE40) 
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2

2
1

syyysy EU ερ=  (10) 

ここで， xρ ， yρ はそれぞれ x， y 方向の拘束鋼材比で
あり， sxε ， syε はそれぞれ x， y 方向の拘束鋼材の軸ひ
ずみである。 

 膨張コンクリートについては 3.で述べた仮定を適用し

た。すなわち力の釣り合い条件と膨張コンクリートのポ 

アソン比ν を考慮することにより，単位体積あたりの膨 

張コンクリートが自身になす x， y 方向の仕事量 cxU ， 

： 方向
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cyU を次式により間接的に推定した。 

( )∑ ∆−∆= syysxx
c

sx
xcx E

E
U s ενρερ

ε
ρ

2

 (11) 

( )∑ ∆−∆= sxxsyy
c

sy
ycy E

E
U s ενρερ

ε
ρ

2

 (12) 

 拘束鋼材になす仕事量と拘束鋼材比の関係を図－10

に，拘束鋼材および膨張コンクリート自身になす仕事量

の和と拘束鋼材比の関係を図－11に示す。これらの図に

は，材齢 3日の仕事量が，方向の区別をせずプロットさ

れている。仕事量 cxU ， cyU の算定は式(11)と式(12)によ

り行い，膨張コンクリートのヤング係数は，図－6 と図

－7 に示す 3 つの補間式を用いている。また，膨張コン

クリートのポアソン比は 0.2と仮定している。図－10お

よび図－11には，最小二乗法による仕事量の推定式も描

かれている。拘束鋼材になす仕事量は拘束鋼材比の増加

とともに減少する傾向にある。一方，拘束鋼材および膨

張コンクリート自身になす仕事量の和については，その

傾向はみられない。各仕事量と x， y 方向の関係を図－
12に示す。図中の記号“ST”は拘束鋼材になす仕事量であ

り，“SUM”は拘束鋼材および膨張コンクリート自身にな

す仕事量の和である。また，一軸応力状態下での各仕事
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b) NE40  
図－10 拘束鋼材になす仕事量と拘束鋼材比の関係
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図－11 拘束鋼材および膨張コンクリート自身に
なす仕事量の和と拘束鋼材比の関係 
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量は各軸上にプロットされている。図－12 a)より NE20

のプロットが原点に集中しており，膨張材混入量の違い

が仕事量にどのように影響するか不明確である。そこで

両対数軸でプロットしたものを図－12 b)に示す。この図

から拘束方向ごとに仕事量一定則が概ね成立することが

示唆される。図－12 b)ではさらに，膨張材混入量を増加

した場合，仕事量は対数的に増加することも示唆してい

る。今後更に検討を行う必要がある。 

 
5. 結論 

以上，本研究の範囲内で以下の結論を得る。 
・ 既往の一軸拘束試験より仕事量について検討した結

果，仕事量一定則は一軸応力状態下で成立することが

再確認された。 

・ 二軸拘束試験を実施した結果，膨張材混入量に依らず

仕事量一定則は拘束方向ごとに独立して成立するこ

とが確認された。 

・ 膨張材混入量の増加と共に仕事量は対数的に増加す

ることが示唆された。 
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